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研究成果の概要（和文）：日本において、地域主体型の再生可能エネルギー事業を促進するために求められる政策を明
らかにするため、全国の導入事例の中からコミュニティ・パワーの基準に該当する事業を抽出し、事業の意思決定、資
金調達、利益配分などの実態を調査した。その結果、地元自治体との関係性が事業化の鍵となることが判明した。そこ
で、全国の基礎自治体を対象とした再生可能エネルギーに対する取り組みに関する実態調査を実施し、積極的に推進し
ようとしている自治体の特徴を明らかにした。特に、地域活性化の観点から太陽光発電以外の事業に取り組んでいる自
治体の果たしうる役割は大きく、こうした自治体を支援する制度的枠組みの必要性が確認された。

研究成果の概要（英文）：In order to find policies for the promotion of locally initiated renewable energy 
projects in Japan, projects which meet the criteria on the community power were drawn from the nationwide 
cases. Their way of decision-making, finance, and profit distribution were examined. It was found that 
the relationship to the local government was one of the keys to project realization. Therefore, a 
questionnaire survey was done for all the municipal government in Japan which asked their policies for 
the promotion of renewable energy. As the result, characteristics of the municipalities which were 
positively promoting renewable energy were revealed. Especially, those who were promoting renewable 
energy other than solar power for the purpose of revitalization of the region had found much importance. 
Support for such a municipality was found to be needed.

研究分野：資源経済学／環境経済学

キーワード： 再生可能エネルギー　コミュニティ・パワー　自然資源経済　内発的発展　資金メカニズム
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１．研究開始当初の背景 
(1) 環境経済政策の理論的評価基準 
環境経済政策の理論においては、再生可能
エネルギー導入支援政策を、①効率性（経済
性）、②公平性、③持続可能性という 3 つの
観点で評価する。従来、脱化石燃料、脱原子
力という③の観点から、再生可能エネルギー
の導入拡大が要請されてきた。さらに、平成
24 年 7 月から施行された固定価格買取制度
により高い買取価格が設定されたことで、①
の観点では導入拡大の条件が整った。一方、
エネルギー政策は、電力の地域独占など強力
な公的介入によって規定されており、②の観
点、つまり政策の公平性への影響を特に重視
する必要がある。その際、最も重視すべきは
地域間の公平性である。 

 
(2) 地域からのエネルギー転換の必要性 
したがって、ここで問われるのは、単に電
力の供給源を原子力から再生可能エネルギ
ーに転換することだけではなく、原発に象徴
される中央集権と地域間格差を前提とした
社会システムから、地域の自主性と自立に依
拠した社会システムに転換することである。
つまり、単に再生可能エネルギーの導入拡大
が進めばよいわけではなく、それが地域的エ
ネルギー自給を促し、地域の経済・社会の活
性化をもたらすように、政策が制度設計され、
実施される必要がある。この「地域からのエ
ネルギー転換」を実現するには、再生可能エ
ネルギーが生む付加価値をできるだけ地域
に帰着させ、地域内再投資を促すような制度
的担保が必要となる。こうした地域主導型の
再生可能エネルギー供給のことを、コミュニ
ティ・パワーと呼ぶ。 
 
(3) コミュニティ・パワーの可能性 
これに対し、日本においては、コミュニテ
ィ主導の取り組みでは原発や化石燃料に置
き換わるような規模での導入は不可能であ
るという見方が強く、大企業主導の現状を容
認する意見も多い。しかし、日本に先駆けて
固定価格買取制度を導入し、再生可能エネル
ギーの発電量が 20％を占めるに至ったドイ
ツの実績は、コミュニティ主導であっても量
的な拡大を達成できることを示唆している。
日独の違いは、導入支援政策におけるコミュ
ニティ・パワーへの配慮の違いと、コミュニ
ティ・パワーの資金調達力の違いに起因する
と考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、以上の問題意識に基づき、日
本における現行の再生可能エネルギー導入
支援政策の改善に向けた制度提案を行うこ
とを目的とした。具体的には、制度開始後 3
年を目処に実施されると規定されていた見
直しに向けた提案を想定し、国レベルの政策
に加え、自治体レベルの政策も視野に入れる
こととした。 

３．研究の方法 
①日本国内における現状把握と、②海外に
おける動向把握を実施し、その結果を踏まえ、
具体的な制度提案を検討した。 
 
(1) 平成 25年度の研究内容 
平成 25 年度は、①としては、固定価格買
取制度施行後1年の導入状況の調査を行った。
具体的には、メガソーラー事業に焦点を絞り、
主として文献調査（新聞報道、インターネッ
ト情報を含む）により、適宜、補足調査を行
いつつ、全国の導入事例（計画・構想段階も
含む）を網羅的に把握した。その上で、立地
地域別、事業主体別に分析を行い、その中か
らコミュニティ・パワーの基準に該当する事
業を抽出した。また、②としては、ドイツお
よびオーストリアにおいて、再生可能エネル
ギーによる地域的エネルギー自給の実践例
に関する現地調査を行った。あわせて、再生
可能エネルギー事業への投融資を行ってい
る金融機関や政府関係機関へのヒヤリング
調査を実施した。 
 
(2) 平成 26年度の研究内容 
平成 26 年度は、①としては、平成 25年度
の調査結果を踏まえ、日本のメガソーラー事
業におけるコミュニティ・パワー該当事例の
主要な担い手となっている地方自治体を対
象とし、各自治体の再生可能エネルギーに対
する取り組み状況を把握するため、全国全て
の基礎自治体（市町村と東京特別区）を対象
としたアンケート調査を実施した。その結果、
全国 1741 の自治体のうち、1372 自治体から
回答を得て、78.8％の回収率となった。5～7
月に質問票を回収し、その後、単純集計をま
とめた上で、都道府県別、エネルギー源別な
どの観点で分析を進め、全国の自治体の実態
把握と、再生可能エネルギーに対する取り組
みの類型化を行った。調査結果は、随時、研
究会などで報告してフィードバックを受け
つつ、学術誌上でも公表を進めている。また、
②としては、ドイツにおいて、コミュニテ
ィ・パワーの主要な事業形態の一つとなって
いるエネルギー協同組合に着目し、連邦レベ
ルの組織に対するヒヤリングや、個別組合の
現地調査を行った。その際、2014 年に行われ
たドイツの再生可能エネルギー法の改正に
ともなう同国の固定価格買取制度の大幅な
変更に対し、どのような対処が採られている
かという点を重点的に確認した。 
 
(3) 平成 27年度の研究内容 
平成 27 年度は、①としては、平成 26年度
に実施した全国市区町村アンケート調査に
ついて、引き続き結果の分析を進めた。特に、
数量化三類を用いた類型化やロジット分析
を用いた自治体の政策決定要因の分析を行
った。具体的には、自治体が再生可能エネル
ギーを推進するか否か、推進する理由として
何を選択するか、具体的にどのような推進政



策を実施しているか、といった観点について、
自治体のどのような属性が影響を及ぼして
いるかを明らかにした。また、②としては、
ドイツにおいて、コミュニティ・パワーの主
要な事業形態の一つとなっているエネルギ
ー協同組合に着目し、平成 26 年度に引き続
き、連邦レベルの組織に対するヒヤリングや、
個別組合の現地調査を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 日本のメガソーラー事業におけるコミ
ュニティ・パワー該当事例 
日本のメガソーラー事業を事業主体別に
整理し、コミュニティ・パワーの 3基準への
該当状況を整理したところ、図 1および 2の
ような結果となった。コミュニティ・パワー
とは、事業の所有、意思決定、利益配分の 3
基準のうち 2つ以上について、立地地域の主
体が過半数以上を占めている事業と定義さ
れる。図 1の通り、事業主体が判明したメガ
ソーラー事業のうち、コミュニティ・パワー
に該当するものは 1割にも満たず、図 2の通
り、その多くは県や市町が主体となっている
ことが明らかとなった（詳細は、雑誌論文⑧
を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 日本のメガソーラー事業の 
コミュニティ・パワー基準への該当状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 コミュニティ・パワー基準に該当する 
日本のメガソーラー事業の内訳 

 
(2) 全国市区町村アンケート調査の分析 
アンケート調査の結果は、単純集計を雑誌
論文⑥で、都道府県別集計を雑誌論文⑤で、
エネルギー源別の分析を雑誌論文④で、推進
明文化団体の回答傾向に関する分析を雑誌
論文③で、再エネ推進理由の決定要因に関す
る分析を雑誌論文②で、公開している。これ
らの分析結果の概略を以下にまとめる。 
図 3は、自治体として再生可能エネルギー
の利用を推進しているか否かを問う設問へ
の回答である。過半数の自治体が、明文化さ
れた方針のもとで再生可能エネルギーの利

用を推進していると回答している。 
 
 
 
 
 
 
図 3 自治体の再生可能エネルギー利用推進状況 
 
図 4 は、国レベルで求められる政策対応に
ついて尋ねた設問において、固定価格買取制
度の認定事業に関する情報公開の促進を選
んだ自治体の割合を、都道府県別に集計した
結果である。80％を超える大分県から 10％を
切る島根県まで、都道府県によって傾向に大
きな違いが現れた。大分県については、景観
問題などによる周辺住民とのトラブルを懸
念する自治体の割合が高く、認定情報の公開
や事業の立地に対する地元自治体の関与の
必要性を訴える傾向が確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 固定価格買取制度の認定に関する 
情報公開を求める自治体の都道府県別の割合 
 
図 5 は、エネルギー源別の分析結果をもと
に、自治体から見た各エネルギー源の位置づ
けを 1 枚の図にまとめたものである。一方、
図 6は、明文化された方針のもので再生可能
エネルギーを推進していると回答した自治
体に対し、推進理由を尋ねた設問について、
数量化三類の手法を用いて選択肢の相互関
係を分析した結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 エネルギー源別の特徴のまとめ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 数量化三類による 
再生可能エネルギー推進理由の分析結果 
 
太陽光発電は、固定価格買取制度の新規認
定容量の 95％を占めていることからも明ら
かなとおり、設置場所と初期投資が確保でき
れば比較的容易に取り組める性質を持つ。太
陽光発電は温暖化対策などの環境政策の一
環として広範な自治体で取り組まれている
といえる。しかし、こうした自治体にとって
は、より一層再エネを推進する上で、資金や
資源、人材などの不足が足かせとなっている
様子がうかがえる。 
また、風力発電は、一般に資源の潜在的な
利用可能性は大きく、発電コストも相対的に
安価である。一方で、騒音・低周波やバード
ストライクなど問題発生の懸念があり、事業
化にあたっては環境アセスメントが求めら
れている。こうした特徴が、本調査の結果の
中でも、外部の民間企業による設置との関連
や、歳入への効果を期待した推進理由との関
連に表れている。アセスの緩和や系統接続の
問題など、風力発電を積極的に導入拡大しよ
うという傾向を示す自治体もある一方で、む
しろ利用に伴う問題を懸念する自治体もあ
り、対応が分かれていると考えられる。 
小水力発電、バイオマス発電、バイオマス
熱利用、太陽熱利用は、取り組みのためのハ
ードルは太陽光発電より一段高い。小水力発
電については水利権調整が障害となり、バイ
オマスについては原料調達がネックとなり、
熱利用については熱の需要の確保が課題と
なる。水や農地、木材など、既に利用されて
きた資源を新たな用途に振り向けるため、既
存の権利主体との利害調整が求められる。こ
のため本調査の結果においても、設置自治体
は相対的に少なくなっている。 
一方で、この既存資源の新規用途利用とい
う特徴は、太陽光発電や風力発電のような、
施設を設置し発電するだけの技術と異なり、
地域への追加的な経済効果をもたらしうる。
実際、本調査の結果においても、資源活用、
経験蓄積、雇用など、これらの再エネに取り
組んでいる自治体の持つ、再エネによる地域

活性化への期待の高さが確認された。このこ
とが、自治体、地元組合、土地改良区、住民
や地元企業など、地域の主体が主導して取り
組もうとしていることにも反映されている。
エネルギーの専門部署を設け、積極的に再エ
ネに取り組んでいる自治体には、バイオマス
熱利用施設が設置されている傾向にも現れ
ている。事業化に際して、資源利用をめぐる
地域内の利害調整の比重が高まる分だけ、地
域の利害関係者との協働が重要となる。その
意味では、コミュニティ・パワーとして事業
化することに適した再エネともいえる。 
こうした自治体による再エネの位置づけ
の違いは、どのような要因によって生じるの
か。ロジット分析によって、どのような属性
を持つ自治体が、推進理由としてどのような
選択肢を選んでいるのか、その決定要因を検
討した。その結果、次のような傾向が確認さ
れた。①都市部の財政の豊かな自治体（市区）
が、温室効果ガス削減を推進理由とする傾向
がある。②エネルギーの地産地消を推進理由
としている自治体は、財政が豊かで地方圏に
位置する市である傾向が見られる。③農村部
に位置し、風力や水力の利用可能性が高い自
治体（市）が、資源の有効活用や地域活性化
を推進理由とする傾向がある。また、農村部
の財政の厳しい自治体のうち、④風力の利用
可能性が高い自治体は、歳入への期待を推進
理由とする傾向があり、⑤林業資源の利用可
能性が高い自治体は、雇用の増加を推進理由
とする傾向がある。 
 
(3) ドイツにおける制度改革の実態 
本研究の実施期間中、ドイツにおいては再
生可能エネルギー法の抜本的な改正が行わ
れた。図 7 に、調査の結果明らかとなった、
法改正の背景をまとめた。 
今回の改正は、端的に言えば、固定価格買
取制度が想定以上の成果をもたらしたこと
で、当初は予期していなかった副作用が生ま
れたことが原因となっている。直面する課題
を解消し、再生可能エネルギーを経済的に自
立した電源として市場に統合するために、固
定価格買取から市場プレミアム、入札制への
移行など、大幅な制度改変が行われたもので
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 ドイツ再生可能エネルギー法 
2014 年改正の背景 

 



(4) 求められる制度改善の方向性 
ドイツの経験からも明らかなとおり、固定
価格買取制度は市場に対する強力な介入で
あるため、市場の反応に応じて柔軟かつ迅速
に制度を調整し続ける必要がある。日本にお
ける制度の見直しにおいて、再エネ特措法の
目的にも明記されている地域活性化の観点
を担保するような具体的な制度化を組み込
むことが、改めて求められている。その際、
鍵となるのが「外部主導型」の再エネ事業を
「協働型」へ誘導し、「地域主導型」の事業
を拡大するという視点である。 
国レベルでは、再エネの導入拡大を前提と
した適切な接続・給電ルールの確立や、電力
系統の強化・運用の改善等の対応が大前提と
なる。その上で、固定価格買取制度の認定に
何らかの形で立地地域が関与できるよう、制
度の組み替えが必要である。具体的には、①
立地自治体の同意を認定要件にする、②認定
業務自体を（部分的にでも）自治体レベルで
行うようにする、③立地地域から一定割合の
出資を受けることを認定要件にする、④自治
体が協議会などを通じて認定した事業に対
する優遇措置を強化する、など様々な選択肢
が考えられる。④については、すでに農山漁
村再エネ法の下で、用地関連許認可手続き等
のワンストップ化や、バイオマス発電に対す
る出力抑制の優遇措置など、一定の対応がと
られている。また、固定価格買取制度におけ
る小規模事業の優遇措置も、地域主導の取り
組みを促す効果を有する。電力だけでなく、
熱利用を促進する施策も重要となる。 
こうした立地地域の役割を強化する国レ
ベルの施策は、地域自治体側の受け皿が整わ
なければ機能しない。長野県飯田市に代表さ
れる再エネ条例制定の動きや、地域協議会の
取り組みなど、各地の先進的な試みを蓄積・
共有していくことが求められる。再エネを地
域の共有資源の一つとして位置づけ、地域社
会の持続性を確保する観点から、資源の利
用・保全の在り方について、利害関係者の中
で合意形成を進める必要がある。そのために
は、再エネによる地域活性化の観点を地域の
土地利用計画に盛り込む必要がある。その上
で、農林業振興や景観保全・災害防止等の観
点と一体的に、地域資源の最適な利用・保全
のあり方（ベストミックス）を、地域の利害
関係者を中心とした協議によって決めるこ
とが肝要である。その際、農山漁村再生可能
エネルギー法などに基づく協議会を、地域に
おける総合的な土地利用調整の場として活
用することも可能である。 
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